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日本の財政政策＊

公共投資の評価

井堀利宏・川出真清

　本稿は戦後日本の財政政策について，主として公共投資のメリットとコストを対象として，包括的
な評価を試みている．まず第1節では，戦後の財政運営を大雑把に振り返ることで，財政政策に関す

るマクロ的議論をサーベイしている．ここでの中心的な分析課題は公共投資の乗数効果を重視するケ
インズ的な景気調整機能である．第2節では，政府支出（政府消費と公共投資）を取り上げてその将来

に及ぼす効果を比較検討する．また，第3節では，90年代以降累積的に増大している財政赤字を取り

上げて，既得権化した公共事業の削減が容易に進まない政治経済学的な要因を分析する．

1．日本の財政運営

はじめに

　少子高齢化社会への移行に伴う社会保障支出

の拡大やバブル崩壊後の長期の景気低迷を背景

に，日本の財政支出は1990年代に入って増加

傾向にある．また，近年には補正予算を用いて

公共事業を中心とする大規模な景気対策が追加

的に実施されて，国債発行残高も2000年度末

で500兆円を超えることが確実となり，対

GDP比でみても1990年代以降増加の一途をた

どっている．こうした歳出拡大，財政赤字累増

の一方で，現状の財政支出には無駄が多いとの

批判も国民の間に広くみられる．2000年7月

の参議院選挙の結果では，特に公共事業の無駄

に対する都市部有権者の批判が明確になった．

政府与党は公共事業の見直しを行い，2000年

10月現在で233件（総額で2兆数千億円）の事

業が中止の方向で議論されている．しかし，こ

れ’は，財政運営を歳出抑制型に政策転換したこ

とを意味するものではなく，2000年度において

も10月に景気対策の補正予算が組まれており，

公共事業を中心とする公的需要の拡大で日本経

済の景気を下支えするという政策が依然として

行われている．

　こうした公共投資に依存するわが国のマクロ

財政運営は，国際的にみると，先進諸国の間で

は少数派である．アメリカや多くのヨーロッパ

諸国では，景気対策の中心は金融政策であり，

公共投資の量的拡大で国民経済の需要を支える

というアプローチは，あまりみられない．本論

文では，わが国の公共投資政策の評価を通じて，

これまでの日本の財政政策の問題点を明らかに

するとともに，今後の財政運営のあるべき姿を

検討したい．

　わが国において公共投資を中心とした財政支

出が果たしてマクロ経済にいかなる役割を果た

してきたのかという点は，まだ十分に解明され

ているとは言いがたい．ケインズ的な立場では，

戦後の日本の財政政策は有効需要管理政策であ

り，それなりの効果を持っていた．しかし，野

口（1986，1996）のように，戦後日本の財政政策

がインジアン的な政策を意図しておらず，財政

支出は経済の不安定要因に過ぎなかったとする

意見もある．また，政策意図はともかくとして，

公共投資の景気調整機能がどの程度量的に大き

かったかについても，十分な分析結果は得られ

ていない．戦後の財政政策が全体としてはマク

ロ経済に有効であったとする岡崎（1996，1998）

も，ある時期では財政政策が景気調整にあまり

効いていなかったと指摘している．日本の財政

政策はケインズ政策であって，その効果はあっ

たと結論するのは早計ではないかと思われる．

　本節では，戦後これまでの公共投資を中心と

した政府支出とマクロ経済変動を概観すること

で，マクロ経済において公共投資政策が果たし

た役割を検討したい．



日本の財政政策

高度成長期まで

　終戦直後の日本経済は戦後の混乱の収拾と復

興が最：大の目的であった．この時期の財政運営

の特徴は，次のように要約されよう．第1は，

高度成長を支えた財政投融資計画の基礎づくり

が行われたことである．第2は，均衡予算原則

のもとで，大幅な減税が実施され，小さな政府

が歳入，歳出の両面で維持されたことである．

その結果，ほかの条件を一定とすると，民間へ

の資源配分の余地が大きくなり，1950年代半ば

以降から民間部門における資本蓄積が順調に進

行した．第3は，財政の安定化機能があまり積

極的には活用されなかったことである．この時

期の景気の変動は，国際収支の変動に基づいて

おり，景気調整の役割は，もっぱら金融政策に

委ねられていた．ただ，1954年に行われた財政

支出の引き締めは，それ以降の景気引き締め策

の端緒として，日本経済における財政政策の役

割を示している1）．このようなことから，財政

政策が景気に配慮していたともいえず，その意

味ではこの時期の財政政策をケインズ政策であ

ったか論じること自体難しい．

　1960年前の財政運営も，基本的には，1950年

代同様小さな政府を志向することで，民間部門

への資源配分を大きくし，民間部門の資本蓄積

を促進したといえる．と同時に，民間部門の資

本蓄積と補完的な関係にある道路，港湾などの

社会資本の充実もはかられ’，1960年代前半には

公共投資もある程度増大した．

　そして，高度成長が定着するなかで，遅れが

表面化した農業，中小企業への補助金，後進地

域への交付金の配分も実施された．これらの政

策は，財政の所得再分配機能の活用であったと

いえよう。また，必ずしも十分ではなかった生

活関連型の社会資本建設に対しても，ある程度

財政からのテコ入がなされた．これら産業並び

に生活関連型の社会資本の蓄積，低生産性部門

への補助は，一般会計のみならず，財政投融資

からの施策でもなされた．

高度成長期以降

　1970年から1986年のマクロ経済環境は大き

な質的変化をとげた．1964年以降の一貫した

貿易黒字基調を背景に，1969年ごろから国際収

支の黒字基調が定着化し，国際収支の赤字を理
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由に景気を引き締めにかかるという従来の政策

は行われなくなった．一方で，割高になった円

の為替調整を回避するために，1970年以降に大

規模な金融緩和が行われ，高インフレに見舞わ

れた．また，内需拡大を求める声に応じる形で，

財政政策も拡張的なものになった．

　1980年代に入ると，財政再建と行財政改革と

いう2つの財政目標に基づいて，緊縮的な財政

運営が行われるようになった．第2次石油危機

以降の世界的な同時不況において，いわば中長

期的な政策目標である行財政改革と70年代ま

では安定化機能の面で重要な短期的目標であっ

た完全雇用の追求とが対立した状況にあった．

1980年代の前半は完全雇用の達成という安定

化のために，一時的な財政赤字の拡大を許容す

ると言う政策姿勢は採られず，巨額な財政赤字

を削減するために緊縮的な財政運営が行われた．

　1980年代の財政バランスは一貫して改善傾

向にあり，行財政改革に基づいて，財政が緊縮

的に運営されたことの成果とも言える．また，

資産価格の高騰によるいわゆるバブル景気によ

って，税収が予想以上の拡大を見せ，赤字公債

の発行を回避できるようになった．

　しかし，バブルが崩壊すると金融機関の不良

債権問題が表面化し，長期不景気に突入した．

1990年8月に6．0％に引き上げられた公定歩合

は，1991年7月には引き下げられ，その後度重

なる引下げによって史上最低のα5％になり，

2000年11月現在も維持されている．規制緩和

など金融制度のビッグバン改革が行われたもの

の，すぐに効果が現れるものでもなく，金融政

策が手詰まりとなる中で，財政政策による景気

対策が活用され’てきた．この時期の財政政策は

当初は財政再建を主としたものであったが，バ

ブル崩壊後の景気低迷に対し，金融政策の限界

が現れたことにより，財政再建を棚上げした際

限の無い財政政策が結果として行われた．財政

政策はまさしくケインズ的な財政政策であり，

それなりの効果を持ってはいたものの，その代

償として公債が膨大に増え，財政再建が困難に

なったことは否めない．

　1992年には公共事業の前倒し執行を柱とし

た緊急経済対策と10兆7000億という過去最大

規模の総合経済対策が行われた．翌年には13
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兆2000億円の総合経済対策，6兆1500億円と

規制緩和策を盛り込んだ緊急経済対策がとられ，

1990年代半ぱに景気回復の兆しが見られた．

しかし，財政再建を棚上げした財政政策の結果

財政赤字が急増し，1997年には財政構造改革の

一環として消費税の引き上げと公共事業等の歳

出削減が行われた．その後，1997年11月の金

融不安を契機に日本経済に大きなマイナスのシ

ョックが生じて，景気が後退したあとで，財政

再建よりも景気回復に政策の軸足が大きく転換

された．その結果，1998年には16兆6500億円

の総合経済対策，23兆9000億円の緊急経済対

策が行われた．

　1999年差なると財政構造改革が最終的に放

棄され，所得税などの減税や地域振興券も実施

され，景気対策に基づく積極的な補正予算編成

が行われた．1999年度の当初予算でも，歳出規

模が5。4％増加した一方で，公債発行も大幅に

増加した．公共投資が増額される一方で，巨額

の減税が実施され’，新規国債が31兆円発行さ

れることになった．1999年の補正予算後の公

債依存度は43．4％にまで広がり，財政再建がさ

らに困難になっていった．このような情勢を反

映するように，政府の総固定資本形成がGDP

に占める比率は5％前後で推移していたが，バ

ブル崩壊の翌年から急増し，財政構造改革の叫

ばれた1997年を除いて，現在まで6－7％台で

推移している．さらに，2000年度予算でも同様

に景気対策最優先の方針が採用され，財政状況

は大幅に悪化した．このような経過を経て，日

本の総理は世界一の借金王になった．国と地方

の政府をまとめた総合的な財政収支でみて，

1999年度には対GDP比率で10％程度の赤字
になっている．また，国と地方をあわせた長期

債務残高も1999年度末でGDPを上回る規模
（約600兆円）に増大した．

財政政策の評価

　以上の議論を踏まえ，公共投資のGDPとの

変動の相関を通じて，その政策目的の変化とそ

の効果について，実証的に確認する．時系列の

恒常値と変動値に分解するBeveridge　and
Nelson（1981）分解2）によって，　GDPおよび政府

固定資本形成の実質データの時系列における恒

常値を求め，その値と現実値との比較から，

GDPの変化と財政政策と変動を検証する．

　畑農（2000）はBeveridge　and　Nelson（1981）

分解を用いて，総需要平準化のために財政赤字

が起きたことを指摘した．本論では，政府公的

資本形成とマクロの景気変動を統計的に検証す

る．方法として，まず実質のGDPおよび政府

公的資本形成を恒常値と変動値に分ける．その

上で，それぞれの恒常値γ＊に対する現実値y
　　　　γ一｝z＊
　　　　　　　　を求め，その上でGDPと政の変動率
　　　　　r＊
府公的資本形成の変動ラグを3期としたVAR

モデルによって推計した．なお，期間は1955

年から1972年と1973年から1998年までに分

けて推計している．その結果は表1．1および表

し2に示されている3）．

　その結果から，1973年以降，前期のGDPの

変動に対して政府固定資本形成が有意に正の相

関を持っており，公共投資が前期の景気変動と

は反循環していないことが確認できる．表1．2

では政府固定資本形成の変化がGDPの変動に

対して，2期後に有意な正の相関があることが

示されており，乗数効果としての財政支出の役

割が示唆されている．また当期のGDPと政府

固定資本形成の相関係数が全期間で一〇．627と

なり，反循環していることが確認された4）．以

上のことから，全般的に財政政策は当期の景気

変動に反循環的な一方，1973年以降の財政政策

が乗数効果を通じて景気に影響してきたことが

示唆される．

　このように歴史的経緯を野口（1984，1996）と

岡崎（1996，1998）の議論を中心に見てくると，

日本の財政政策はもとからケインズ政策であっ

たというよりも，1960年以降徐々にケインズ政

策に関する理解が広まり，1965年ごろから少し

ずつ政策として取り上げられるようになってい

表1．1．VARによる推定結果1

IG（一1） IG（一2） IG（一3） GDP（一1） GDP（一2） GDP（一3） 期間：1955－1972
係
数
’
値

0，216

O，767

一〇．034－0，104 一〇．228－1，364 一〇．232－1，365 一〇．359－1，830 一〇．420－1，980 被説明変数：IG
e統計量＝2．81

係
数
’
値

一〇．604－1，030 一〇．246－0，362 0，295

O，848

一〇．215－0，607 0，231

O，568

一〇．021－0，047 被説明変数：GDP
e統計量＝0．539
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表1．2．VARによる推定結果2

IG（一1） IG（一2） IG（一3） GDP（一1） GDP（一2） GDP（一3） 期間＝1973－1999

係
数
’
値

0．552＊＊

Q，460

一〇．303－1，196 一〇．090－0，398 0．572＊＊

Q，470

一〇．307－1，172 一〇．244－0，915 被説明変数：IG
e統計量＝3．36

係
数
’
値

一〇．411＊＊

黷Q．166

0．568＊＊

Q，646

一〇．273－1，419 一〇．209－1，069 0，234

P，056

一〇．306－1，358 被説明変数：GDP
e統計量；2．72

　注）　＊＊は1％水準で有意であることを示す．

つた．一方，景気抑制策は戦後から「国際収支

の天井」からインフレ対策へと目的は変わって

いったが，引き続いて行われた．ただし，1981

年ごろからは景気抑制策よりも財政再建策が主

眼となっており，景気抑制を行った形跡は見ら

れない．野口（1984，1996）と岡崎（1996，1998）

の相違はケインジアン的立場と新古典派的立場

に起因するものであるが，野口は金融政策が日

本の経済成長の主要な役割をおき，岡崎は金融

政策の役割を認めながらも，財政政策がケイン

ズ政策的色合いを持ち始め，現在も行われてい

ることを歴史的に事実に即しながら示している

点が興味深い．

　また，バブル崩壊後の財政再建を棚上げした

財政政策は，ケインズ政策としてもかなり大胆

なものであり，公共事業を中心とした政府支出

による景気刺激だけに頼っている傾向がみられ

る．財政政策の効果については，岡崎（1996，

1998）の示すような事実を見ると，野口（1984，

1996）が主張するようにまったく効果が無かっ

たというには無理があるだろう．ただし，財政

政策が徐々にケインズ政策化し，1990年代後半

には際限の無い財政支出に景気下支えの多くを

頼るといった極端なところまできている現状を

みると，最近では公共投資の景気刺激効果はそ

れほど大きくはないと考えられる5）．単なる公

共投資支出の量的拡大に頼った景気刺激政策か

ら，より内容のある質的に優れた公共投資政策

への方向転換を図らなければいけない．

2．政府支出の将来便益

2．1政府消費

はじめに

　第1節でみたように，公共投資を中心とした

景気対策が実施された背景には，建設公債の原

則がある．将来の便益が大きい公共投資は，た

とえ公債を発行して財源を先送りしても，世代

間の公平からは正当化される．しかし，将来に

便益が残らない政府消費を公債発行で財源を調

達してあえて行う必要はない．こうした理解の

もとに，公共投資に偏った景気刺激政策が実施

されてきた．しかし，政府消費の将来便益は全

くないだろうか．むしろ，人的資本の蓄積とい

う観点からは，公共投資以上に将来に便益があ

るかもしれない．この節では，まず政府消費の

中でも重要なウェイトを占めている教育支出に

注目して，その将来便益を評価したい．

　政府最終消費支出には一般政府サービスのみ

ならず，教育支出，国防支出，公的研究開発，

社会保障といったものがあり，単なる消費財と

して一概に論じることは出来ない．特に，教育

支出と公的研究開発は実物資産のようにその蓄

積を評価できないため，分類上，消費支出とみ

なし計上されているに過ぎない．しかし，理論

的に考えると，この支出は実物投資と同様に，

人的資本として蓄積されたり，研究開発による

新技術の開発を通じて，将来の生産性の増加に

寄与し，経済成長に貢献することはRomer
（1990）ほか，従来から指摘されている．このよ

うに，政府最終消費支出に含まれる「見えない

投資」部分についての研究は，本来，実物投資

同様に重要なものである．

　また，これらの投資が私的に行われるのでな

く，主に公的な機関で行われる場合，公平性や

市場の失敗に対する政策的な意図があることは

明らかである，このようなことは，政府最終消

費支出という観点ではなく，教育・人的資本と

いう枠組みの中で理論的に分析されてきた．し

かし，実証研究でこのような分析を行うことは

データ制約の関係上きわめて難しく，わが国で

はそのため十分な研究が行われていないのも事

実である．

　本節では政府最終消費支出（公的教育，公的

研究開発）の動向とそれらに関する理論的，実

証分析をサーベイしつつ，今後の展望および問

題点を考察したい．
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政府消費の構造

　政府消費は一般政府サービス，防衛（国防），

教育，保健，社会保障・福祉サービス，住宅・

地域開発，その他の地域社会サービス，経済サ

ービス，その他に分類され，一般政府サービス

には立法行政機関のほか研究開発設備への支出

も含まれている6｝．教育には教育を取り扱う行

政機関とその他の教育施設（図書館，美術館）が

含まれ，大学による研究も含まれている．また，

政府最終消費支出における配分比を見てみると

（図2．1）は教育支出が一番多く，次に一般政府

サービス，経済サービス，防衛（国防）と続いて

いる．また，図2．1から1970年以降の支出構

成比の変化を見ると，各消費支出の対GDP比

は一部微増しているものの，ほぼ一定である中，

政府教育支出と一般政府サービスが大きな変化

をしている．特に教育支出は1973年の対GDP

比3．0％から1975年の3．8％へと急増している．

その後全人口に占める就学者の割合が減少する

につれて低下し始めたが，1994年から就学老の

減少が続いているにもかかわらず，再び増加に

転じている．公的教育機関の支出比率は初・中

等教育に多く配分されていること，教育機関お

よび特殊法人も含めた公的研究開発の支出割合

が全体の4分の1程度であることから，政府は

基礎的な人的資本の充実に重きをおき，研究開

発は民間が主導であるものの，ある程度の地位

を占めていることがわかる．
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3ρOOO覧
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畜
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教育支出

　教育支出は人的資本の蓄積に重要な役割を果

たしている．人的資本の充実は経済成長の重要

な源泉のひとつであり，Azariadis　and　Draze

（1990）は教育支出を通じた人的資本の蓄積に閾

値をもって経済成長に影響を与えることを示し

ている．また実証面では，Mankiw，　Romer

and　Weil（1992）が教育による人的資本の蓄積

を通じた経済成長への効果を実証的に示してい

る．日本では外谷（1995）が，Spence（1973）の示

した学歴のシグナリング効果に関するモデルを

用いて，初等・中等教育は経済成長に正の効果

があるものの，高等教育は負の効果があるとし

ている．日本は教育支出における公的部門の比

重は初中等教育に対するものが非常に高く，こ

れらの研究結果から，公的教育支出は所得の平

等化と経済成長に寄与しているといえるだろう．

ただ，高等教育が純粋にシグナリング効果のみ

で説明されるという外谷（1995）の結果は，再検

討が必要であろう．なぜなら，高等教育を受け

たもののある部分は，民間や公的研究機関の従

事者として研究開発を行っているからである．

Griliches　and　Mason（1972）が行ったように，

シグナリング効果による非効率がどの程度かを

分析する必要がある．教育の高度化を目指す政

策が行われ，就学者が減少している中で教育費

が上昇に転じた現在，高等教育の人的資本蓄積

を介した研究開発の生産性効果に関する研究が

期待される．
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図2．1．政府最終消費支出の構成の推移と人戸に占める就学老比率
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高等教育のマクロ経済への効果についての実証

分析

　本論では日本の高学歴化がマクロ経済への影

響を見るため，コブ・ダグラス型生産関数にお

いて，労働に関して学歴構成の影響を加味した

モデルを構築し，実証分析を行なう．コブ・ダ

グラス型生産関数を

　　　Q一．4καM，βEL7（1一況σN一’1＋δRσN一’

とする．なおQは実質GDP，κは民間企業資

本ストック，2V：乙は未就学の就業者，　Eゐは義

務教育以上の教育を受けた就業者，R切〉は義

務教育を受けたうちの高等教育修了者率である．

就業者数は総務庁労働力調査年報，就業者内の

学歴構成は15歳から60歳まで人口の学歴構成

に等しいと仮定して，昭和30年度の国勢調査

を基点として，文部省学校基本調査報告からそ

の推移を試算した．また，収穫に対する規模の

経済性について，制約を設けない場合と収穫一

定とする場合（α＋β＋γ（1－Rσ1V．ρ）

＋δRωV一ρ＝1）にわけ推計した．ラグは制約を

設けない場合は2期のラグで，推定期間は1976

年から1992年，制約を設ける場合には4期の

ラグで，推定期間は1976年忌ら1994年とした．

なお，推定は一次の自己相関を考慮した最尤法

を用いた．結果は表2．1に示されている．生産

における教育の役割は筆勢学者の生産性は有意

ではなく，一方教育を受けた就業者の生産性は

高く，γ〈δであることから，高学歴化により，

労働の限界生産性が高まることが示されている．

公的研究開発

　研究開発（R＆D）は経済成長の源泉として，

Romer（1990）をはじめ様々な議論がなされて

きている．その中で，公的研究開発は民間研究

開発とは異なった目的をもたなければならない

が，その基準に関する議論の一致はいまだに見

られていない．Bozeman（2000）はこれまでの

議論を整理し，公的研究開発の基準に関する議

論を市場の失敗に対する公共財として研究開発

（『市場の失敗』型研究開発），政策使命を帯びた

研究開発（『政策使命』型研究開発），民間研究開

発と共同する研究開発（「民間共同』型研究開

発）の3つに主な主張を分類し，それぞれの立

場を検証している．

　Bozeman（2000）によれば，『市場の失敗』型

21

研究開発の立場は新古典派的な観点であり，新

しい知識が共有されてしまい開発者便益が適切

に得られない，新技術の市場における取引費用

がかかりすぎて開発されない，情報の非対称性

から受益者が特定できないといった市場の失敗

部分と国防に関することだけに政府は介入し，

その他の部分にはできるだけ介入するべきでな

いとするものである．『政策使命』型研究開発

の立場は政策使命として，国防分野のほかにエ

ネルギー開発，衛生医療，農業といった政策的

に必要とされる分野まで行われるべきであると

するものである．『民間共同』型研究開発の立

場は「インフラ技術」として民間に先行して技

術開発を行い技術移転してゆくべきというもの

である．これらの立場は研究開発特有の知識の

公共性に対する立場に起因するもので，この分

野の最適ルールは確立されていない．

　実証面では公的研究開発の効果が民間の研究

活動を促進するものであるか，あるいは代替す

るものであるかを中心に，計測が行われている．

これは，もし研究老の数が限られ十分な研究者

の供給弾力性がない場合，公的研究機関に研究

者需要が増大すれば，研究者の給与の上昇を通

じて，民間研究機関の収益率を下げてしまうた

め，民間研究活動をクラウドアウトしてしまう

からである．このような研究は米国において盛

んに行われており，David（2000）は公的研究開

発が民間の研究開発と代替関係にあるか補完関

係にあるかを既存の論文をサーベイしながら，

検証している，米国の実証結果はまったく異な

る結果を述べるものが多く，明確な結論は出て

いない．この分野の日本における研究は極めて

少なく，今後の研究が期待される．

まとめ

　政府最終消費支出について，政府最終消費支

出の動向と既存研究を紹介してきた．わが国で

も政府最終消費支出は人的資本および研究開発

において重要な役割を果たしてきたと考えられ

る．ただし，その実質的価値の計測の困難性か

ら，生産性に関する定量的な分析はまだ十分に

は行われていない．教育分野のデータは戦後の

昭和22年の新制学校制度に移行して以来，50

年を経過しており，教育支出による国内労働人

口の人的資本の計測が可能となってめる．また，
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表2．1．教育の生産効果

定数項 α β γ δ ム12 s，R． D．R．

制約無し
@’値

0，030

O，O15

0．381＊＊

W，037

0，214

P，413

0．490＊＊

P，957

0．741＊＊

R，318

0，998 0．007535 1．93921

制約有り
@’値

一1．425－1，184 一〇．136－0，853 0．707＊＊

T，385

0．782＊＊

R，023

0，998 0ρ07844 1．86092

民間部門のみならず公的部門の研究開発につい

ても，その生産性を計測することは，これから

の政府最終消費支出政策の基準として極めて重

要なものであるといえる．

2．2公共投資

　公的インフラ整備のための支出の多くは，公

共事業関係費として，分類されている．公共事

業費は，国の一般歳出の中では社会保障費に次

ぐ大きな項目である．また，公共部門の投資規

模を（国と地方を合わせた）一般政府レベルでみ

ても，わが国では国民総支出のおよそ7％程度

であり，国際的にはきわめて高い水準にある．

特に1980年代以降他の先進諸国で公共投資の

対GDP比率が低下傾向を示しているのに対し

て，わが国の公共投資対GDP比率はむしろ上

昇傾向を示している．

　公共投資政策の経済的意義を評価する場合，

供給面での長期的な効果を重視するのか，需要

面での短期的な効果を重視するのか，2つの考

え方がある．公共投資はもちろん，公的インフ

ラ整備のために使われる支出である．したがっ

て，長期的に公的資本ストックとして有益なも

のが建設・供給されなければならない．と同時

に，公共投資はGDP需要の一大項目であって，

ケインズ政策では短期的な総需要を調整する景

気対策としても使われている．こうした観点は，

公共投資の需要面での効果に注目するものであ

り，公共投資が必ずしも公的インフラとして将

来まで有益に使用される必要はない．当面の景

気を刺激するのに有効であれば，その公共資本

が将来無駄に浪費されてもかまわないという立

場である．

　わが国の場合，ケインズ的な需要面での公共

投資の刺激策により大きな関心が向けられてき

た．事実，わが国ではこれまで景気対策として

もっとも重要視されてきたのが，第1節でもみ

たように補正予算での公共投資政策であった．

これを財源面で正当化してきたのが，建設公債

の原則である．本来この原則は，公共投資の将

来便益を重視するものである．しかし，わが国

では，むしろこの原則のもとで，1980年代以降

の財政再建路線が赤字公債の発行抑制にバイア

スをもったことにもあり，社会資本としての便

益評価よりは景気対策としての需要面が重視さ

れ’てきた．建設公債原則のデメリットが特に最

近顕著になったと言えるだろう．

　そもそも，公共投資は将来にその便益が発生

するし，また，公共投資の財源として公債が発

行されると実際の税負担も将来に発生する．こ

れまでの日本の財政政策に関する分析では，公

共投資の将来便益が現在の民間経済に与える効

果については，あまり注目されてこなかった．

井堀＝近藤（1998），近藤＝井堀（1998）では，公

共投資の将来便益を通じた民間消費に与える効

果にも焦点をあてて，理論的，実証的な検討を

行なった．

　公共投資の拡大が民間消費に与える効果は，

2つに分けられる．第1に，可処分所得に対す

る効果である．これは，公共投資によって所得

がどれだけ増加するか（乗数効果）に加えて，財

源負担としての増税をどれだけ認識しているか

（将来の税負担効果）にも依存する．第2に，公

共投資の成果に伴う効果である．これは，便益

がどれだけ家計の実質所得を増加させるか（公

共資本の利用価値）に加えて，維持費用がどれ

だけ将来に発生するか（将来の負担）にも依存す

る．そして，公共投資の便益が費用よりも大き

いほど，民間消費を刺激する効果も大きくなる．

　生産関連の公共投資であれば，将来の生産増

加により将来の所得も増加する．また，生活関

連の公共投資であれば，将来便益の金銭価値だ

け実質的な所得水準が増加するために，この面

からも民間消費が刺激される．このように，便

益の高い公共投資の増大は経済厚生を改善し，

さらに，現在の民間消費支出も拡大させる．し

たがって，公共投資がどの程度民間消費を刺激

しているのかを調べれば，公共投資の総合的な
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便益をある程度評価することができる．

　理論的に厳密なモデル分析は，井堀＝近藤

（1998），近藤＝井堀（1998）のように，多期間モ

デルあるいは無限期間モデルで展開することが

できる．が，以下ではより直感的に，2期間モ

デルと図を用いて説明しよう．代表的個人の効

用関数を以下のように特定化する．

σ一σ（Ol，　oの＝σ1（Cl）＋1辛，囎）（1）

ここでClは第1期の民間消費，げは第2期の

「有効」消費である．また，ρは割引率である．

単純化のための割引率は利子率に等しいと考え

る．第2期の有効消費はその期の民間消費。2

と第1期に行われた公共投資Glからの便益に

依存する．ここで，1単位の公共投資が次の期

にμ／G単位の民間消費と同じ便益を生むと想

定しよう．公共投資の便益μは公共投資への

政府支出G1の増加関数である．さらに，公共

投資の量が大きくなるほど，1単位の公共投資

からの便益は逓減すると考える．したがって，

次式を得る．

6♂＝c2十μ（G1），〆＞0，μ”〈0　　　（2）

政府支出の最適水準G＊は，以下の式で求めら

れ・る．

1十ρ＝μ’（G＊） （3）

公共投資の便益が将来の生産の増加である産業

関連公共投資の場合，（3）式は民間投資と公共

投資の限界生産が等しいことを意味する．また，

公共投資の便益が経済厚生の増加である生活関

連公共投資の場合，（3）式は民間投資の限界生

産と公共投資の限界便益の貨幣価値が等しいこ

とを意味する．

　政府支出の最適水準0＊のもとでは，μ（G）

と。の限界的な代替で。＊は変化しない．第1

期の民間消費で評価して，政府支出の増加の限

界便益はとなり，また政府支出増加△0の限界

費用は一（1＋ρ）で与えられる．もし0＜G＊

であれ’ば，政府支出の限界便益が限界費用より

も大きく，公共投資Gは過小とみなされる．逆

に，もしG＞G＊であれば，政府支出の限界便

益よりも限界費用が大きく，公共投資Gは過

大とみなされる．

　ところで，家計の生涯予算制約式は以下のよ

うに定式化できる．

耐1п堰≠j＋・伊G
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　　　＋1＋。μ（G）　　　　（4）

ここでKは第i期の労働所得であり，7は利

子率である．図2．2でAA線はこの予算制約

式を表している．また，E。は当初の主体的均

衡点である．

　ここで△Gl＞0としよう．これは，第1期に

政府支出が増加することを意味する．もしGl

〈θ＊であれば，Glの上昇で（4）式の右辺は増

加する．よって，AA線は上方にシフトする．

A戸A’線がこの新しい予算線を表している．ム

はこの予算線A！A’のもとで達成可能な効用水

準を示しており，Ef点が最適点となる．すな

わち，Efに対応する新しい消費計画（6f，　cの

が最適な消費計画である．逆に，もしGl＞G＊

であれば，AA線は下方にシフトし，研点が最

適点となる．このとき（cF，　oめが最適な消費計

画である．したがって，融点と研点を比較

すると，cF＞尋であり，　cダ＜6夕となることが

わかる．（また。評＞6磨の関係もある。）いい

かえると，もし第1期に公共資本が過小であれ

ば，第1期の民間消費は刺激される．逆に，も

し第1期の公共資本が過大であれば，第1期の

民間消費は抑制される．

　近藤・井堀（1998）およびはIhori＝Doi＝

Kondo（2000）は，こうした観点から実証分析を

試みている．それらの結果によると，公共投資

は全体として民間消費をある程度刺激してきた．

つまり，戦後全体を1つの期間とみると，公共

投資のパフォーマンスはまずまずであった．し

かし，高度成長期（1958－75年）と最近の時期

（1976－93年）に分けて，民間消費に与える効果

を調べると，最近では公共投資はそれほど民間

消費にプラスに効いていない．これは，最近の

公共投資が高度成長期よりも便益効果が悪くな

っていることを示唆している．その理由として，

社会資本水準が昔に比べると，整備されてきた

ため，追加的な公共投資が民間消費支出に与え

る影響が小さくなったことが考えられ’る．社会

資本の配分に関して，あるいは，公共投資の配

分に問題があり，生産性や便益の低い無駄な部

門に公共投資が支出されるようになったとも考
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えられる．たとえば，目的別の分類では，農林

漁業関連の支出にそれほど便益が認められ’ない

という結果が示されている．

　ただし，この分析では公共投資の生産面での

定量的な効果を直接推計したものではない．民

間消費に与える効果を通じて，間接的に公共投

資の評価を試みたものである．こうしたアプロ

ーチのメリットは，公共投資の生産性を特定の

生産関数を想定しないで推計できる点にある．

しかし，間接的なアプローチであり，定量的な

評価はできないという限界もある．

公共投資の生産効果

　次に，公共投資の生産効果を直接推計する試

みをみておこう．わが国では，長い間集計され

た社会資本ストックのデータが利用可能でなか

ったが，最近経済企画庁より社会資本のデータ

が公表された．その結果，Aschauer（1989）を

参考にして，わが国についても公共資本の生産

性についていくつかの実証研究が蓄積されてい

る．岩本（1990）は，収穫一定のコブ＝ダグラス

型のマクロ生産関数における公共資本ストック

の生産性を計測している．それによると，社会

資本の投入が1％増加したとき，生産量は0．23

％程度増加する．また，三井＝太田（1995）の計

測でも，公共資本の限界生産の弾力性を0．25と

推定している．また，これまでの多くの推計結果

では，公共資本の限界生産が時間とともに次第

に低下してきたことも示されている．なお，限界

生産が低下しているという点は，民間資本につ

いても同様である．公共資本については，その

配分が産業基盤整備から生活関連にシフトして

きたことも，その限界生産の低下の背景にある．

　民間資本の限界生産と公共資本の限界生産を

比較する試みもある．三井＝太田（1995）による

と，1980年代までは公共資本の限界便益が民間

資本の限界便益よりも上回っている可能性があ

り，公共資本が過小であった可能性を強調して

いる．北坂（1999）は，1990年代現在の公共資本

蓄積が集計レベルでは十分に蓄積されていると

している．

　わが国の高度成長期の公共資本政策は，まず

産業基盤整備に最重点に投資し，ついで，生活

関連の公共資本の充実に重点をおき，そのあと

で，両方の公共資本のバランスのとれた発展を
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図るというものだった．奥野他（1994）によると，

産業基盤整備の資本をまず優先して蓄積し，そ

れが一定の水準に達したとき，両資本を均衡さ

せて形成するという資本蓄積のパターンは，初

期時点において生産資本の限界生産力が生活関

連資本と消費の限界代替率よりも大きい場合に，

最適な資本蓄積のパターンとなる．奥野他は，

日本の公共投資の地域間配分を，経済成長のい

くつかの段階での政府の最適な政策として理解

できるかどうか，理論的，実証的に分析してい

る．それによると，公共投資の地域間配分は地

域間での所得格差の変化とかなり相関していて，

1960年代の後半からは，公共投資は地域間の所

得格差を重視して決定された．

　社会資本の地域間配分の公平性と効率性に関

しては，多くの研究がなされている．浅子他

（1994）は都道府県別の社会資本の生産性を計測

した．三井＝太田（1995）は地域間・産業・社会

資本の特性による生産性の相違を詳細に検討し

た．これらから得られた結論では，社会資本の

生産性が都市部で高くなっており，特に都市部

では第2次産業の生産性に寄与する社会資本の

生産性が高く，その他の地域では非常に低くな

っている．また，第1次産業に対する社会資本

の生産性は全国的に低く，第3次産業の生産性
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がおおむね均等であったから，農業部門への社

会資本分配に生産性の効果は低く，生活関連の

社会資本の顕著な地域間格差は見られない．吉

野＝中島（1999）では地域間，部門別の公共投資

の生産性を推計して，過疎部や農業関連の公共

投資の生産性が低いのに対して，都市部や通信，

環境関連の公共投資の生産性が高いという結果

を得ている．Ihori＝Kondo（2000）でも，わが

国の公共投資の目的別配分は最適とは言い難く，

特に農業関連の公共投資の生産性が低いという

結果を得ている．

公共投資の便益評価

　以上，民間消費の反応からの間接的推計アプ

ローチでも，生産関数を直接推計するアプロー

チでも，公共投資の将来便益は1980年代以降

次第に低下してきたことが示されている．また，

地域別や目的別の配分でみると，地方の農業関

連の公共投資の生産性が特に低下していること

が，多くの研究結果として得られている．80年

代以降の公共投資のかなりの部分は，生産性の

観点よりも別の次元で（「政治的な」バイアスを

もって）配分されてきたと言えるだろう．そう

した公共投資が景気対策の大義名分で既得権化

していったことが，1990年代のわが国経済低迷

の1つの原因でもあり，また，この時期に財政

赤字が累積していった背景でもある．

地域間の再分配政策

　公共投資の政治的な配分は，地域間の再分配

政策として解釈できる．地域間格差是正のため

の支出は国からの使途制限のない地方交付税と

経済合理性の観点から国税によって徴収・配分

される地方道路贈与税等の地方贈与税，そして

国から使途を指定された国庫支出金がある．こ

れらのうち，地域間の財源過不足を調整する役

割をになう地方交付税は地方税に対する地方交

付税の比率では5割弱程度を占めており，その

再配分としての役割は大きなものになっている．

　同時に，わが国では公共投資政策の地域間偏

在も大きく，それが地域的な援助，補助金とし

て機能している．公共投資は多くの場合，建前

として国と地方政府の両方が1対1の負担割合

で分担することになっている．しかし，現実に

は地方政府の負担に関して，交付税で面倒をみ

たり，地方債の発行で当面の財源を手当しなが
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ら，その地方債の償還に交付税が投入されるな

どして，ほとんどの負担を国が肩代わりしてい

るケースも多い．特に，過疎地の自治体ほど，

公共事業の地元負担は実質的に国が面倒をみて

いる．

　土居（1996）では「フライペーパー効果」とい

う概念を用いて，中央政府の交付税政策と地方

政府による歳出構造を分析している．「フライ

ペーパー効果」とは中央政府が地方交付税を増

加させる場合，地方税の減税を通じて地元住民

の個人所得を同額だけ増加させることが本来最

適な反応になるはずであるが，実際には地方歳

出が拡大してしまうという現象である．いいか

えると，地方交付税の増加を通じて，公共事業

を中心として地元の自治体の歳出が拡大するこ

とである．土居論文の実証結果によると，地方

交付税が固定資産税収よりも低い地方公共団体

では認められないが，固定資産税収よりも高い

地方公共団体では「フライペーパー効果」が認

められ，その原因は地方による税制の裁量の低

さが原因である．この分析結果も，過疎地方へ

の公共事業が事実上その地方への補助金として

機能していることを示唆している．

3．財政赤字

財政赤字の経済効果

　これまで説明してきたように，1980年代以降

の公共投資政策の帰結が，財政赤字の累積的な

増加である．1990年代に入ってマクロ経済が

低迷する中で，わが国の財政状況は次第に悪化

していった．この節では，財政赤字に注目しな

がら公共投資政策の問題点を考察しよう．

　一般的に，財政赤字を積極的に活用しようと

する代表的な立場は，景気対抗手段として財政

赤字を用いることを主張するケインズ的立場で

ある．こうした政策の評価については第1節で

議論した．この節ではより中長期的な視点から

の分析に焦点を合わせる．

　財政赤字拡大の弊害として，まず，財政運営

が長期的に維持可能かどうかが問題となる．財

政赤字の評価については経済理論の立場が異な

れば，いろいろな見方があるのは当然である．

しかし，どのような経済理論の枠組みを用いる

にせよ，中長期的に財政運営が持続可能である
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べきことは，当然の前提になる．わが国の財政

運営が発散経路にあるかどうかの検討は，財政

再建の議論に不可欠な視点である．

財政運営の持続可能性

　特に，1990年代に入ってアメリカやヨーロッ

パ諸国の財政赤字が大幅に改善している中で，

わが国の財政収支の悪化が際だっている．2000

年の一般政府における財政赤字の対GDP比は，

8％程度に上昇しており，主要先進諸国中最悪

である．一方，他の先進諸国，特にヨーロッパ

諸国の場合は，対GDP比で3周忌いう共通の

財政再建目標の数字に合わせて，ここ数年財政

赤字の削減に努力してきた．これは，ユーロと

いう共通の通貨を用いる通貨統合をヨーロッパ

諸国が形成する際に，各加盟国が財政規律をき

ちんと維持するように，共通の財政赤字削減目

標を設定したためである．また，アメリカでも

好調な経済環境のなかで，財政赤字は急速に縮

小し，1998年度には財政収支が黒字化した．こ

れは，債務残高（＝国と地方政府の長期債務残

高）の対GDP比でみても，同じである．

　財政運営の持続可能性に関するわが国での実

証分析には，浅子他（1993），Fukuda＝Teru－

yama（1994），加藤（1997），土居＝中里（1998）

などがある．これらの推計結果では，加藤論文

を除いて，1995年までの期間について大体のと

ころ持続可能であるとしている．しかし，1990

年代後半の財政赤字を考慮すると，もはや持続

可能性は期待できないだろう．

　ところで，最近Bohn（1998）は公債の持続可

能性について新しい検定方法を提案した．これ

は，持続可能性の十分条件として，前年度末の

公債残高対GDP比（4）が上昇するときに，プ

ライマリー・バランスでの財政収支（黒字幅）の

対GDP比（s）が上昇することである．たとえ

ば，次のような推定式である．

　s診＝β4，＋αo＋αGG阻1～ご＋αγy阻・汽～ご＋ε‘

ここで，GK4昆≡（α一α）／K，　y玩4品≡≡

（1一｝r／y｝＊）（Gノ／｝つで：実質政府支出，

G卸実質政府支出の恒常的部分，礎：実質

GDPの恒常的部分である．

　井堀他（2000）における土居の実証分析の結果

ではβの推計値は有意に正にならなかった．

わが国の一般会計での基礎的財政収支の動きを

対GDP比の関係で分析すると，公債残高の対

GDP比と基礎的財政収支の対GDP比とが，

1990年代に入って正の相関を示している．こ

れは最近の財政運営が維持可能でない方向に動

いていることを示している．

財政再建の分析

　財政再建の緊急性は，財政状況の余裕水準＝

経済の公債消化能力に依存している．今後どの

程度の公債が市場で発行できるだろうか．プラ

イマリー財政赤字（利払い費を除いた政府支出

と税収との差額）が小さいほど，貯蓄率が高い

ほど，成長率が高いほど，そして老年世代から

青年世代への移転（遺産や贈与）が大きいほど，

民間部門の貯蓄＝公債の消化能力の拡大が期待

できる．しかし，これらの条件はいずれも満た

されなくなってきている．1990年代における

わが国の巨額の財政赤字は構造的なもので，景

気循環的な要因のみによる一時的なものではな

い．現在の財政制度のもとでかりに景気が良く

なり，税収が増加したとしても，まだ巨額の財

政赤字は完全には解消されないだろう．すなわ

ち，抜本的な制度改革を行って，公共投資を実

質的に大幅に抑制しなければ，公債残高の発散

傾向を抑えることはできない．

　では，財政再建に向けて，公共事業を中心と

した歳出削減はどのくらい実現するだろうか．

歳出面での具体的な抑制方式としてわが国で採

用されてきたのが，シーリング方式である．こ

れは各省庁が予算要求をする場合に，前年度の

支出の総額に対して一定の率での総枠をあらか

じめ設定して，その枠の中での概算要求のみを

認めるというものである．したがって，すべて

の歳出項目にゼロ・シーリングが設定され，れば，

最大限でも翌年度の歳出総額は本年度と同額ま

でしか増えないことになる．しかし，現実には

すべての項目についてシーリングが設定されて

きたわけではない．経常的な経費と投資的な経

費とが区別されるケースが通常であるし，また，

制度上，あるいは政策的に増額させるものにつ

いては例外扱いにある場合も多い．その結果，

ゼロ・シーリングが設定された年の予算編成で

も，結果としては歳出は増大してしまう．

　また，これは当初予算についてのみ当てはま

る編成方針であり，補正予算には適用され，ない．
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当初予算では歳出が抑えられても，その後の景

気対策などの名目で大幅に歳出の増加が認めら

れた予算もある．特に，1990年代に入ってから

は公共事業については補正予算で大幅な追加が

とられており，シーリングは有効に機能してい

ない．また，シーリング方式のもう一つの問題

点は，既存の予算の切り込みが不十分になる点

である．一度予算として認められると，同じ予

算要求は原則として無条件で認められる．新し

い予算を要求する当初には社会的に必要な歳出

であったとしても，その後の経済環境が大きく

変化するにつれて，必要がなくなるケースも現

実には多いだろう．そうした予算の中身の見直

しについては，シーリング方式はあまり有効に

機能していない．1980年代以降の歳出を事後

的なデータで見る限り，政府消費と公債費の合

計額は対GDP比でほとんど上昇していない．

これに対して，移転支出と公共投資は対GDP

比で増加している．シーリングの対象は，既得

権益に乏しい一部の純粋公共財関連の支出に限

定されていたと解釈できる．

モデル分析

　財政再建が国民的な課題であることには合意

できても，具体的な再建プロセスをどのように

進めていくべきかについて，なかなか合意する

のが困難である．井堀＝板谷（1998）では，財政

再建の進め方について，国民と財政当局との交

渉プロセスを動学的な観点から理論的に分析し

た．とくに，予算規律や国民相互間での利害対

立がどのように財政再建の進め方やその速度に

影響するかを考えた．以下ではそのモデルを拡

張して，外生的な税収の増加が財政再建にどの

程度役立つのか，あるいは，公共投資を中心と

する歳出増加要因になってしまっているのかを

検討しよう．ここでは，公共事業はそれぞれの

利益団体（地域や業界団体）固有の既得権であり，

GDPを増加させる便益効果はなく，事実上，移

転支出と同じとみなしている．

　複数の＠≧2）同質な利益団体が存在する小

国経済を想定する．それぞれの利益団体は固有

の移転支出（あるいは，公共事業）から既得権益

を受けている．既得権益が大きいほど，私的消

費に回される所得も多くなる．利益団体ガ（あ

るいはその団体の代表的個人のは私的消費の
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と公共消費G（これ．は純粋公共財である）から

効用を得る．したがって，効用関数は次のよう

に定式化できる．

　　　　　　　σ＝σ（α，G）　　　　（5）

以下では添え字のガで利益団体のゴを表すこと

にする．2つの消費財は正常財と仮定する．

（5）式の瞬時的な効用関数が与えられると，利

益団体ガの四時点間の効用の現在価値は以下の

ように表現できる．

　　　　ズ．．σ（c、ω，oω）湘　（・）

ここでρ（＞0）は割引率であり，すべての団体

間で同一と想定する．

　既得権益化していない公共消費0と利払い

費に関して，以下のシーリングを設定する．

　　　　　　G（’）　＝＝　（3＊一7β（’）　　　　　　　　（7）

ここでG＊は外生的に設定されるシーリン：グ水

準であり，7は外生的に所与である世界利子率

である，また，Bは政府公債残高である．（7）

式は政府消費と利払い費の合計がG＊という水

準で時間を通じて一定に維持されることを意味

する．したがって，公共消費Gを増加させる

には，利払い費を（あるいは公債残高を）減少さ

せるしかない．財政再建の過程でわが国は実際

にこのような部分的シーリングを設定したと解

釈できる．

　公債残高，B，は時間を通じて政府の予算制

約に従って変化する．すなわち，次式を得る．

　　　召＝G＋γB＋Σ雍1る一Σ乳1ω巧　　（8）

ここでYは外生的に所与の所得水準であり，

すべての利益団体で共通とする．ωは所得税率

であり，gごは各利益団体固有の既得権益であ

る．（たとえば，団体ゴのみに便益をもたらす

公共事業支出である）．既得権益gゴを獲得する

ため，各利益団体は政治的な資源αるを投入す

る．ここでαは政治的な決定過程の効率性の

程度を示す指標である．もしα＞0であれ．ば利

益団体が既得権益を獲得する際に多くの資源を

必要とするという意味で，政策決定が効率的で

ないことを意味する．逆に，α＝0であれば，政

策決定は効率的と考えられる．＆で各利益団

体の税負担も考慮した実質的な負担水準を定義

すると，次式を得る．

　　　　　　9ゴ≡ωγ一る十α9‘　　　　　（9）



28 経　　済　　研　　究

すなわち，＆はすべての利益団体共通の税支払

いωy「から個々の利益団体特有の既得権益々

（調整費用（1一α）z∂を差し引いたものである．

公共消費，利払い費，移転支出の総計で定義さ

れる政府の歳出規模はG＋沼＋Σ雍1るで定義

される．

　部分的シーリングの式（7）は財政再建への政

治的合意の結果であるとも考えられる．あるい

は，財政当局は部分的シーリングの（7）を設定

できるほどには強力である．しかし，公共事業

も含めた歳出全体に対するシーリングを設定し

たり，あるいは，個々の利益団体の既得権益を

直接削減するだけの政治力はない．既得権益の

削減はそれぞれの利益団体の合意なしには進ま

ない．この意味で政府は弱い存在と言える．

個々の利益団体は，他の利益団体の既得権益の

削減状況に応じて，どれだけ自らの既得権益の

削減に応じるかを自発的に決定する．

　また，個々の利益団体は政府の予算制約式

（8）を直接認識すると想定する．これは，利益

団体の数が相対的に少ない場合に，現実にも当

てはまると思われる．

　（7）式と（8）式から次式を得る．

6－1≡。Σ弘1＆一1響。Σ奔1ω巧一・G＊（8）’

利益団体〆の予算制約式は次式で与えられる

　　　　（1一ω）γ＋（1一α）乙＝α

あるいは（9）式を考慮すると次式を得る．

　　　　　　　c汁9≧＝y　　　　　　（10）

ここで私的消費と公共消費の相対価格は単純化

のために1とおいている．また単純化のため，

yは時間を通じて所与とおいている．また，民

間貯蓄はないと想定している．

　この節ではオープン・ループ解のみを分析す

る．ただし，クローズド・ループ解でも定性的

な結果は同じである．オープン・ループ解は，

静学モデルにおけるナッシュ均衡解に対応する

概念である．最適化問題を解くことで，定常状

態では次式が成立する．

また

亜＿」勉L
σc　　　7

1響。一撃＋G・

（11）

（12）

これら3式（10）（11）（12）から定常状態における

G，o，とgの値が求められる，

　ここで外生的な税収の増加（たとえば，所得

税率あるいは消費税率の引き上げ）が財政赤字

にもたらす効果を分析してみよう．αが大きい

ほど，詔／47「の値は大きくなることが言える．

すなわち，政策決定の効率性が悪いほど，定常

状態での公債残高は大きくなる．したがって，

もし税収の増加が公債残高の増加につながれば，

α＞0と見なすことができる，この場合，政治

的な決定プロセスは非効率的と考えられる．こ

のモデル分析によると，税収の増加は公共事業

など既得権益の同額の増加をもたらし，政府の

規模を拡大させる．また，政治的な決定プロセ

スが非効率的であれば，その実質的な効果は既

得権益獲得の政治的コストを増加させ，民間消

費と政府消費を減少させる．

　Ihori＝Doi＝Kondo（2000）は，税収の増加が

歳出の増加に寄与しているかどうかを，統計的

な因果関係を分析することで検証した．一般会

計での目的別支出は，国家機関費，地方政府交

付金，防衛費，外交員，公共事業費，産業発展，

教育文化費，社会保障費，年金，国債関係費な

どに分類されている．理論モデルと対応させる

ため，以下のように再分類を試みた．第1分類

は，純粋公共財への支出であり，国家機関費，

防衛費，外交費，教育文化費をまとめてG．で

表す．第2分類は，利払い費であり，公債発行

から償還費を差し引いたものでzB．で表す．

最後の分類は公共事業費や補助金であり，これ

らすべてを利益団体への既得権益に対応する支

出Σとみなした．Ihori他の実証分析では，外
　ガニ　

生的な税収増は歳出の増加につながっていると

の推定結果を得た．Becker　and　Mulligan

（1998）によると，より効率的な課税制度の方が

政府の規模を拡大させやすい．その理由は，効

率的な課税制度では限界税率が低いので，納税

者の実質的な負担感が少なくてすむ分だけ，税

収の増加に対する抵抗感も少なくなるからであ

る．本節でのモデル分析は，別の理由で税収の

増加が大きな政府と公算残高増加につながる可

能性を示したものである．

　また，Doi＝lhori＝Kondo（2000）では，1955－

1997の期間で国の一般会計（交付税を除く）に
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ついて，政治的決定プロセスの効率性を間接的

に推計する実証分析を試みた．その推定結果に

よると，αはF｝71956－1998とF｝71965－1998

の期間について有意にゼロよりは大きい．した

がって，日本の政治的な決定プロセスはあまり

効率的ではなかったと解釈できる．これが，日

本で1980年代以降，公共投資の便益が低下し

ているにも関わらず，それが既得権益化してい

るために，公共投資の量的抑制が進展せず，財

政再建がうまく進まなかった理由の1つである．

4．おわりに

　本論文では，主として公共投資の効果を中心

として，わが国の財政運営の特徴を分析すると

ともに，21世紀初頭における財政政策の課題を

考察してきた．第1節で述べたように，これま

での多くの関心が財政赤字の短期的な景気調整

効果に向けられていたが，その量的な効果は低

下しているし，また，適切なタイミングで政策

を発動することも困難である．また，第2節で

検討したように，建設公債と赤字公債を区別し

て，公共事業のみが将来に便益をもたらし，教

育支出などの政府消費が将来に何ら便益をもた

らさないという発想も，非現実的である．1990

年代に入って特に顕著になったように，公共投

資の中には，将来の便益効果がほとんどなくて，

単なる補助金として既得権化しているものもみ

られる．その弊害が累積的な財政赤字の増大で

ある．、

　ただし，公共投資の評価に限定しても，まだ

まだわが国における研究成果は十分とは言えな

い．公共投資の需要面，供給面での波及効果が

どのくらいあるのか，量的にきちんと推計する

試みは今後とも有益な研究分野である．とくに，

地域間，産業間，業種間，あるいは，生活関連

分野での目的別など，より細かいデータを用い

た公共投資の評価は，今後の成果が期待される

点の1つである．

　さらに，第3節でも議論したように，21世紀

初頭のわが国財政運営の大きな課題は財政再建

である．財政赤字の中長期的な視点からの研究

は，最近精力的におこなわれるようになったが，

まだ成果は不十分である．たとえば，財政赤字

が中長期的に将来世代へ負担を転嫁しているの
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ではないかという大きな懸念を実証的，定量的

に明らかにすることは，将来に対する不透明感

を解消する点で，短期的な財政政策の効果を引

き出す上でも，プラスだろう．また，たとえ財

政赤字がGDPを刺激する効果がないとしても，

経済のショックを緩和するために財政赤字を用

いることは，有益である．こうした財政赤字の

調整機能についても，中長期的な視点からの評

価が不可欠である．特に，財政赤字の維持可能

性，財政赤字のミクロ的な調整機能，財政赤字

の高齢化・少子化社会に及ぼす中長期的な効果，

地方自治体の財政運営に及ぼす効果という分析

課題は重要であろう．あるいは，わが国が世界

一急速に高齢化社会を迎える際に，今後の財政

再建がマクロ経済にどのような影響を与えるの

かを，中長期的な視点で分析することも重要で

ある．最後に，公共投資の量的拡大と財政赤字

の累増が国際的にも突出しているわが国の財政

運営を評価するには，第3節で紹介したような

政治経済学的なアプローチも有益である．

　　　　（東京大学大学院経済学研究科／経済学部
　　　　　・東京大学大学院経済学研究科）

　注

　＊　本論文は，一橋大学経済研究所の研究会で報告

した論文を改訂したものである．研究会の参加者の有

益なコメントに感謝したい．

　1）　野口（1984）は景気変動には金融政策が主因だっ

たとし，財政部門の支出変動については「税収の増加

によって歳出の増加がまかなわれたのであるから，有

効需要に与えた影響は，均衡予算乗数の効果しかなか

った」ため，乗数効果はなかったとしている．1965年

の赤字国債は「純粋に税収不足を補填するためのも

の」で，結果としてケインズ政策は存在しなかったこ

と主張している．しかし，岡崎（1998）の指摘する歴史

的な資料からは，財政支出が初めは景気抑制が中心課

題であったが，徐々にケインズ政策的な側面を持って

きていたことをうかがい知ることができる．

　3）　政府消費も加えた財政支出についてもほぼ同様

の結果が得られるが，推定結果が有意に出ない場合が
多くなる．

　4）　標本数η，標本相関係数ρにおいて，相関がな

い・い・帰無仮説飾・ρ一・・と制一・ｾが
自由度η一2の’分布に従うことから検定を行ったと

ころ，’値は一5．27で5コ口有意水準で帰無仮説は棄

却された．

　5）乗数効果については堀他（1998）が短期マクロ計

量モデルを用いて，財政支出による乗数効果が2年後
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以降に現れることを指摘し，乗数効果は1990年代に

おいては低減していないとし，過去の財政支出が過大

評価されているにすぎないと指摘している．一方，吉

野他（1999）のモデルでは乗数効果は低減していると指

摘している．

　6）詳しい定義は表2．1を参照．
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